会員各位
このたび、当協会では㈱不動産経済研究所主催の下記セミナーを後援することになりましたので、ご案内申し上げます。この申込書でお申し込みの当協会会員は受講料が割引になります。
お申し込み・お問い合わせ等につきましては直接同社宛にお願い致します。

㈳全日本不動産協会東京都本部
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
＜不動産経済・実践セミナー＞
６月１０日最高裁が貸家更新料是非弁論を実施！

最終段階を迎えた貸家更新料判決の行方を徹底予測する！

【主　　催】株式会社不動産経済研究所
【後援予定】㈳不動産協会　㈳不動産流通経営協会　㈳日本住宅建設産業協会　㈳不動産証券化協会　

㈳東京都宅地建物取引業協会　㈳全日本不動産協会東京都本部　㈶日本賃貸住宅管理協会
開催日　：　２０１1年6月21日（火）

13：00～14：30　最高裁弁論後の判決までの工程表と判決の中身をズバリ読む
弁護士・川上俊宏氏
【主なポイント】
・最高裁の「弁論」という行為は？
・最高裁敷引き特約合法判断が与える影響について
・いつ、どんな判決が下されるか
・法曹関係者からみた更新料が認められた場合、認められなかった場合の各賃貸住宅ビジネスモデル
14：30～14：40　質疑応答
14：45～16：15　貸家更新料最高裁判決はどう転ぼうとも賃貸住宅ビジネスに大地殻変動
アールエスティグループ代表・天野博氏
【主なポイント】
・なぜ京都で問題となったのか
・これまで地裁・高裁判決が与えた事業への影響について
・いま京都では貸家更新料の実態はこうなっている
・事業者からみた更新料が認められた場合、認められなかった場合の各賃貸住宅ビジネスモデル
16：15～16：25　質疑応答
≪会　　　場≫　全日通霞が関ビル8階 大会議室（東京都千代田霞が関3-3-3　Tel.03-3581-2261） 

≪受講料≫　１名３１，５００円 → ２８，３５０円 （資料代・消費税込）
※本申込書でお申し込みの方は上記の通り割引になります。
≪申込方法≫　本申込書をＦＡＸ（０３-３２２５-５３３０）でお送り頂くと共に、受講料を下記口座にお振込み下さい。ご入金確認後に聴講券を郵送致します。（定員２００名）
三井住友銀行　新宿通支店

普通Ｎｏ．７１０００５３　名義：㈱不動産経済研究所　ｶ)ﾌﾄﾞｳｻﾝｹｲｻﾞｲｹﾝｷｭｳｼｮ

※請求書・領収証は発行致しません。お振込手数料はお客様がご負担下さい。

※ご入金後や聴講券発行後のキャンセルはお受けできませんので、予めご承知置き下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申 込 書 （2011.6.21）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　No.　　　　　
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※必ずご記入下さい。


㈱不動産経済研究所　FAX.03-3225-5330　TEL.03-3225-5301
≪プログラム≫











